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市
教
委
は
、２
０
１
５
年
に
策

定
し
た
学
校
再
編
と
環
境
整
備

の
基
本
方
針
の
改
定
作
業
を
進

め
て
い
ま
し
た
が
、
12
日
の
文

教
経
済
委
員
会
で
新
た
な
方
針

案
の
内
容
を
報
告
し
ま
し
た
。 

学
校
再
編
の
方
針
で
は
、今
後

新
た
に
整
備
す
る
学
校
施
設
は

小
中
一
貫
の
義
務
教
育
学
校
を

最
優
先
で
検
討
し
、１
学
校
当
た

り
18
～
27
学
級
の
大
規
模
校

を
「
適
正
」
と
位
置
付
け
ま
す
。 

ま
た
、再
編
の
単
位
学
区
や
対

象
と
な
る
学
校
の
要
件
な
ど
を

定
め
て
い
る
も
の
の
、
市
教
委
が

「
効
果
が
高
い
」、「
緊
急
性
が
あ

る
」な
ど
と
認
め
れ
ば
検
討
が
可

能
で
あ
る
こ
と
も
付
記
さ
れ
て

い
ま
す
。効
果
指
標
や
緊
急
性
の

中
身
が
明
ら
か
で
な
く
、
恣
意
的

な
判
断
に
よ
る
再
編
を
防
ぐ
歯

止
め
が
無
い
こ
と
は
問
題
で
す 

 

昨
年
６
月
、
２
０
１
３
年
か
ら

３
回
に
分
け
て
行
わ
れ
た
史
上

最
大
の
生
活
保
護
費
引
き
下
げ

に
つ
い
て
、
最
高
裁
は
違
法
性
を

認
め
、
減
額
処
分
を
取
り
消
す
判

決
を
言
い
渡
し
ま
し
た
。 

 

12
日
の
民
生
福
祉
委
員
会
で

は
、
厚
労
省
の
対
応
に
則
り
、
福

山
市
が
２
０
１
３
年
８
月
以
降
に

受
給
し
て
い
た
全
て
の
世
帯
を
対

象
に
、
保
護
費
等
の
追
加
支
給
を

行
う
手
続
き
を
進
め
る
方
針
が
報

告
さ
れ
ま
し
た
。 

 
｢

い
の
ち
の
と
り
で
裁
判
」
は
県

内
に
お
い
て
も
各
市
町
で
訴
訟
が

起
こ
り
、
福
山
市
に
お
い
て
も
市

内
受
給
者
が
原
告
と
な
り
、
現

在
も
最
高
裁
で
係
争
中
で
す
。 

 

塩
沢
市
議
が
、
最
高
裁
判
決

の
受
け
止
め
に
つ
い
て
市
の
認

識
を
質
し
た
と
こ
ろ
、
反
省
の

弁
を
厚
労
省
が
行
っ
て
い
る
な

ど
の
事
実
を
述
べ
る
に
と
ど
ま

り
、
市
と
し
て
の
責
任
の
認
識

や
受
給
世
帯
へ
の
謝
罪
に
つ
い

て
言
及
し
ま
せ
ん
で
し
た
。 

 

現
在
係
争
中
と
は
言
え
、
す

で
に
違
法
減
額
へ
の
対
応
が
始

ま
る
段
階
に
あ
り
、
原
告
を
含

め
た
全
受
給
者
の
生
存
権
が
侵

さ
れ
た
事
実
に
ど
う
向
き
合
う

か
が
、
市
に
は
問
わ
れ
ま
す
。 

２
月
３
日
の
福
山
市
国
民
健

康
保
険
運
営
協
議
会
に
お
い
て
、

市
は
新
年
度
の
国
民
健
康
保
険

の
一
人
当
た
り
保
険
税
額
を
、今

年
度
か
ら
５
０
２
９
円
引
き
上

げ
、
13
万
２
８
２
８
円
と
す
る

方
針
を
提
案
し
ま
し
た
。 

５
年
連
続
の
引
き
上
げ
提
案

で
あ
り
、こ
の
間
の
引
き
上
げ
幅

は
約
３
万
円
に
も
な
り
ま
す
。 

市
は
基
金
を
約
３
億
８
４
０

０
万
円
繰
り
入
れ
、広
島
県
が
提

示
し
た
保
険
税
額
よ
り
も
抑
制

し
て
い
る
と
説
明
し
て
い
ま
す
。 

し
か
し
、
基
金
繰
入
を
前
年

度
よ
り
も
約
１
億
円
削
減
さ
せ

て
お
り
、
県
指
示
額
１
８
４
９

円
の
引
き
上
げ
を
大
幅
に
上
回

る
値
上
げ
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

特
に
40
歳
～
64
歳
ま
で
の

人
が
支
払
う
介
護
分
の
引
き
上

げ
幅
が
顕
著
で
、
現
役
世
代
の

負
担
が
大
き
く
な
り
ま
す
。 

一
方
で
今
年
度
の
決
算
は
約

１
億
８
千
万
円
の
黒
字
見
込

み
、
基
金
の
残
高
も
約
14
億
円

が
見
込
ま
れ
て
お
り
、
負
担
軽

減
の
方
策
を
行
う
べ
き
で
す
。 

          

塩沢みつえ 

みよし剛史 

歯
止
め
な
く
統
廃
合
が
可
能
に
？ 

学
校
再
編
方
針
が
明
ら
か
に 

国
保
一
人
年
間
５
０
２
９
円
増

 

５
年
連
続
大
幅
引
き
上
げ
案 

｢

い
の
ち
の
と
り
で
裁
判｣

違
憲
判
決 

市
が
謝
罪
し
対
応
徹
底
を 

（経 過）

全国29地裁で提訴され、第1審 大阪地裁及び名古屋地裁での

最初の最高裁判決(2025年(令和7年)6月27日)において、

「デフレ調整に係る厚生労働省大臣の判断の過程及び手続

には過誤、欠落があった」として、原告に対する当時の保護

変更決定処分が取り消され、その判決を踏まえた対応として、

原告·原告以外を区分せず、対象者に保護費等の追加給付を行う。

（広島訴訟の状況）

2014年(平成26年)11月21日 広島地裁へ提訴

2023年(令和 5年)10月 2日 同 判決により敗訴

2023年(令和5年)10月13日 広島高裁へ控訴

2025年(令和7年)4月18日 同 棄却判決

2025年(令和7年)5月1日 最高裁へ上訴、現在係争中

（対象世帯）

2013年度(平成25年度)8月以降の期間において生活保護を受給して

いた世帯。(現在保護停止中の世帯、保護廃止世帯も含む)

※死亡者は対象外

（今後の予定）

2026年(令和8年)2月中 国から計算ツール配付

2026年(令和8年)3月頃 システム改修等の契約

（民生福祉委員会資料より一部抜粋・作成） 

学校教育環境に関する基本方針（案）より （１）学校再編 

②学校再編にあたっては、義務教育学校の整備を推進します。 


